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 ソニー株式会社、本社ハイテク社内ベンチャーの事業責任者として 3年間、 
 
 青山学院大学大学院、国際政治経済学研究科、国際ビジネス論非常勤講師 













































                                                 
2 本来の正しい英語は“Entrepreneurial Engineering”であるが、高知工科大学大学院起業家  
 コースは、意識的に“Entrepreneur Engineering”と造語した。ベンチャー論で有名なバブ 
 ソン大学のバイグレイブ教授にお会いした時この事を話したら、良い造語でありインパクトが  


























































   
        1.分割子会社（コーポレート・サブシディアリー） 
      2.買収子会社（M&A、マージャー＆アクイジション） 
         3.管理者参加型買収（MBO、マネジメント・バイアウト） 
      4.社内ベンチャー（コーポレート・ベンチャー、イントレプレナー） 
      5.スピンオフ型ベンチャー（スピンオフ・スタートアップ）  
      6.独立系ベンチャー（インディペンデント・スタートアップ） 
   7.第二創業型新規事業部門（リ・ジェネレーション） 
 

















                                                 
4 中小企業とは、中小企業基本法で、資本金３億円以下、又は常時雇用従業員 300 人以下の会 
 社及び従業員 300 人以下の個人企業を指す。但し、卸売業は 1億円以下、100人以下、小売 
 業は 5千万円以下、50人以下、サービス業は 5千万円以下、100 人以下のものとしている。 
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       １）戦後のキャッチアップ型モデルに代わる、新しい日本産業ビジネ 
            スモデル5は何か？ 
       ２）ハイテクベンチャーの産業構造変革への役割は何か？ またそれ 
      は可能か？ 
 
       ３）戦後のソニー、本田技研、京セラに次ぐ産業変革を起こすような 
            ハイテクベンチャーがなぜ生まれてこないのか。 
       ４）キャッチアップモデルで、日本の強みであった製造業の将来はど 
            うあるべきか？ 







































































                                                 
7 取引先との間の受発注、資材･部品の調達、在庫、生産、製品の配達などをIT を応用して統 
 合的に管理し、起業収益を高めようとする管理手法。  
8 企業経営において、製品・サービス品質の到達目標値として、ミスの発生確率を百万分の 3.4 
 に押さえこむ為の業務改革を、組織が一体となっておこなう手法。  
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9 アスクルという会社名は、今日注文をFAX や電話で頂くと、明日（アス）商品が来る（クル）、 
 というコンセプトから付けた。 
国を動かす基本ビジネスモデル



































        図表 2      
 
                                                 
10 「日本の競争戦略」 マイケル・ポーター、竹内弘高、 ダイヤモンド社、 2000、 p6 - p 7 
  「戦略なき日本起業に世界競争での勝ち目は無い」週間ダイヤモンド 1997.2.1号   
11 情報化社会の技術進歩が速く、犬の年齢が人間の 7倍の速さで進むので、情報化社会のスピ  
   ードは従来の工業化社会の７倍速いと言われている。 
日 本 の ベ ン チ ャ ー は 成 功 し て い る 。　が … … … 、
第 １ 世 代 　 　 戦 後 ベ ン チ ャ ー 　 　 　 　 物 づ く り  系
第 ２ 世 代    　　 ガ ッ ツ ベ ン チ ャ ー 　 　 　 サ ー ビ ス 系
第 ３ 世 代 　 　 ネ ッ ト ベ ン チ ャ ー 　 　 　  E ビ ジ ネ ス 系
第 ４ 世 代 　 　 ハ イ テ ク ベ ン チ ャ ー 　 　 R ＆ D 系
ソ ニ ー 、 本 田 、 京 セ ラ 、 カ シ オ
パ ソ ナ 、 H I S 、 ド ト ー ル 、N O V A
ソ フ ト バ ン ク 、 ア ス ク ル 、 楽 天
              ? ? ? ? ?
日 本 ベ ン チ ャ ー の 最 大 の 問 題 　!!!
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12 1990年MIT の教授陣が日本の自動車メーカーの強さを徹底的に調査し、アメリカの自動車 
  会社や製造業の復権を説いた報告書。 
13 1985年ヒューレット･パーカードのヤング会長がリーダーとなってまとめたアメリカの競争 
  力強化の提言書で、日本への科学･技術･製造の対抗戦略がまとめられている。 
14トヨタ自動車の工場と部品メーカー間のカンバン（納入ケースごとの部品札）を用いいた効率  
  的部品供給システムで、仕掛かり部品をゼロに近づけるため必要なときに必要な部品が届くシ  
 ステムで Just In Time(JIT)システムやリーン･プロダクションシステムとも呼ばれている。 
15 Total Quality Control 工場や製品の品質だけでなく、開発、物流、販売、管理、サービス等  
  の全経営領域での品質向上管理手法。 
　　　製 造 業 :   JAPAN < USA
JAPAN 1980 ’s                           USA 1990’s
      J I T           +   I T      =     SCM
  K A N B A N　カ ン バ ン                                  サ プ ラ イ チ ェ ー ン マ ネ ジ メ ン ト
　　 TQC          +   I T       =     Six Sigma
     KAIZEN 　改善　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シックスシグマ






























      １）今求められている産業構造の変革とは何かを提言する。 
 
      ２）その変革におけるベンチャー企業の役割を分析し提言する。 
 
      ３）日本の産業構造の変革を促進する「ビジネスモデル」を提言する。 
    
      ４）その変革を実現する「ベンチャー・ビジネスモデル」を提言する。 
         また、その実現性をシナリオとして提示する。 





 以上 4つの目的と意義について、もう少し詳しく説明する。 
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 また日本のハイテクベンチャー創出は、欧米的なインフラやカルチャ  
ーく違う為、欧米の研究成果が全くと言って良いほど当てはまらない。日本
独自の研究が必要とされる。 





年急増し、2001 年現在では 70 以上の大学に起業関連の講座が何らかの形で
存在する16。 












                                                 
16 筑波大学 先端学際領域研究センター「大学発ベンチャーの現状と課題に関する調査研究」2001年 
17 吉川智教「日本における研究開発型ベンチャー企業成立の為の主要条件」Ventures Review  




































                                                 
18 後藤晃「日本のイノベーションシステム:その現状と課題」 
19 前田昇「起業家精神と新ビジネスモデル」 
20 政策研ニュースNo.148、2001 年 2月号、起業家精神とナショナル･イノベーション･システ 
  ム国際コンファレンス、科学技術政策研究所、2000年 11月、p7 
21 Lerner, The Government as Venture Capitalist: The Long-run Impact of the SBIR  
 Program, Working Paper 5753, National Bureau of Economic Research1996  













  対象：日経ベンチャー年鑑 1998年版掲載の全 2400社 
  時期：1998年 8月 14日郵便発送、同 10月 12日到着分までを回答企業 
  とした。 
  回収：1007社 回収率 42.0％ 
      質問票：５カテゴリー50問 
           （１）日本の“ベンチャー企業”の特徴 
              （２）ベンチャー経営者及び創業者の特徴 
              （３）ベンチャーキャピタルの役割と意義 
              （４）ベンチャー支援にかかわる公的施設の利用状況 
              （５）大学及び国立研究所の利用度、効果、要望 
    報告書：科学技術政策研究所 NISTEP ReportNo.61 
         「日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究」 
    調査研究者：科学技術政策研究所 ベンチャー調査研究チーム   
          榊原清則、近藤一徳、前田昇、田中茂、古賀款久、 






















  インクス         ３D設計、金型自動化   *山田社長 
 
  ザイン          液晶システム LSI 設計   *飯塚社長 
 
  鷹山           携帯電話システム LSI 設計  高取社長  
     
  キョウデン        高速プリント基盤製作     *橋本社長 
 
  リアルビジョン      画像処理システム LSI 設計  杉山社長  
 
  I I J         業務用高速通信網      *鈴木社長 
 
  フューチャーシステム   システム設計        *金丸社長  
 
  オプトウエア       テラバイト･ストーリッジ開発 *堀米社長 
 
  アルファエレクトロニクス 電子部品精密加工      *楠美社長 
 
  ファルマ・デザイン    バイオ創薬開発        古谷社長  
 





  メガチップス       画像処理システム LSI 設計  *進藤社長  
 
  サムコ          薄膜関連精密製造装置    *辻社長 
 
  クリスタージュ      システム液晶開発      *両角社長   
 
  ミレニアムゲート     ＤＮＡチップ開発製造     武内社長 
 
    プロテイン・ウエーブ   ＤＮＡチップ開発製造    *三城社長 
 
 
 シリコンバレー近辺：  
 
  ピクセラ（PIXERA）   業務用特殊 CCDカメラ開発  *井出社長  
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  ユーコム（UKOM)    ワンチップ･チューナー開発   宇都宮社長 
 
  ボール・セミコンダクタ  球状半導体開発        石川社長 
 
  ザクセル（Zaxel Systems）システム開発         *鈴木社長  
 
  ニューコア(New Core)   システム LSI 設計       渡辺 CTO 
 
 





  （１）出身企業         （２）独立年齢 
 
  （３）海外勤務・留学経験    （４）国際展開計画  
 
  （５）IPO（株式上場）計画   （６）基本特許の有無   
 
  （７）大企業との競争、連携状況 （８）政府等の支援資金利用の有無   
 
  （９）起業後の黒字決算時期   （10）将来エンジェルとなる可能性 
 












                                                 
23 “Japan’s New Business Model-How to get out of Old Success Model”, Innovation World  
 Forum, Paris,Nov.1998  
24「研究開発型モジュールベンチャーの提言」日本ベンチャー学会第 1回全国研究発表大会、早  
 稲田大学、井深大記念講堂、統一テーマは、「ベンチャーが日本の新しい文化を創る」、文化勲 
 章を受賞した唯一の産業人であるソニー創業者井深大氏こそ、ベンチャーとして戦後の日本文  
 化を創った、との感慨を持って発表した。1998年 12月 
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 1999 年は、スタンフォード大学 US-Japan Technology Management 





















  1999 年秋に慶応義塾大学大学院政策･メディア研究科で取得した修士学位
論文31において、ソニーの新世代ビジネスモデル事例を元に、日本の製造業が
                                                 
25 “National Science Development and High-tech Start-ups, relating to the New Business  
 Model for Japanese Enterprises”, at Round Workshop on Recent Science and Technology  
 Development in Asia, US-Japan Technology Management Center, School of Engineering 
of  
 Stanford University,USA,Nov.1999 
26 “Transformation of Japanese Enterprises’ Strength through the New Business  
 Model” ,Technology and Policy Student Society, Sloan Business School, MIT,USA,  
 Nov.1999 
27 “Japanese Start-ups, the Current Situation and the Future”, The First Japan-German  
 High-tech Workshop, supported by both Japanese and German Government, Berlin,  
 Germany, Oct.1999 
28「ドイツにおける研究開発型ベンチャー支援政策の戦略性研究」日本ベンチャー学会第 3回全  
 国研究発表大会、法政大学、2000年 12月 
29 “Missing Link of National Entreprenerial Business Model-Issues of High-tech Start-up 
in  
 Japan” PICMET, “Technology Management in the knowledge Era” Section-3 Technology- 
 driven Entrepreneurship”, p85-p99, Portland,USA,July 2001 
30 「日本における新産業創出モデルの具現化―日米独アントレプレナー･エコノミーモデルの対 
 比研究」組織学会研究発表全国大会、香川大学、2001年 6月 
31 「日本製造業の強さを,情報ネットワーク時代にどう変質させるか－研究開発型ベンチャー 
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＜提言 1＞ 今求められている産業構造の変革とは何かを、第三の波の結   










       図表 5 














第 四 次 産 業 ？
現 業 と
現 業 と
ITと の 結 合





＜提言２＞ 製造､流通、金融、サービスの分野にまたがる、新しい産業構造    
            の場」のコンセプトとして、「ファイブサークル･モデル」を仮 
            説として提言し、その場におけるハイテクベンチャーが担う「役   
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  従来の日本の強さ IT環境にレベルアップ
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32 企業からのスピンオフは、スピンアウトとも言われている。大きな違いはない。ただ、退職 
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   ベ ン チ ャ ー 企 業 の 成 長 過 程
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　大企業　　 ベンチャー
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